Research for the now policy planning and management system for local governments adopting for the less children and aged society - The policy planning process to alleviate burden on family caregivers - by 植本, 琴美




























Research for the now policy planning and management system for local 
governments adopting for the less children and aged society 







高知工科大学大学院 工学研究科 基盤工学専攻 
 











論文要旨          ⅰ～ⅵ 
 
第１章．序論 
１．１．はじめに                                                               1 
１．２．背景                                 1 
１．３．目的                                                                   4 
１．４．研究の意義                                                            5 
１．５．論文の構成                                                             6 
 
第２章．わが国の現状 
２．１．地方公共団体を取り巻く環境                                              9 
（１）．地方公共団体の財政状況                                                  9 
（２）．地方公共団体に自立を求める政策と弊害                                   10 
１）．三位一体改革                                                           10 
２）．地方交付税制度による弊害                                               10 
３）．市町村合併                                                             14 
２．２．社会保障制度の転換期                                                  16 
（１）．わが国の社会保障制度                                                   16 
１）．社会保障制度の役割と機能                                               16 
２）．社会保障制度の変遷                                                     17 
（２）．介護保険制度の創設                                                      18 
１）．少子高齢化社会                                                         18 
２）．家族形態の変化                                                         19 
 
第３章．行政評価による改革 
３．１．行政評価の導入                                                         23 
（１）．行政評価の概念                                                        23 
（２）．行政評価の現状                                                         23 
（３）．行政評価に付加する必要がある課題                                      25 
（４）．現在用いられている理論構築のためのツール                              26 
１）．BSC（Balanced Scorecard）                                               26 
２）．PCM（Project Cycle Management）                                         27 
３）．OR（Operations Research）                                               28 
３．２．組織構造に対応した行政評価の必要性                                    29 
（１）．官・民の相違                                                          29 
１）．行政経営システムと民間経営                                            29 
２）．地方公共団体の特性                                                    30 
（２）．新しい意思決定システムの構築と実施                                    31 
１）．意思決定プロセスの問題                                                31 
２）．意思決定システムの構築                                                31 
３）．施策マトリックスによる最適施策の検討                                  32 
４）．成果と今後の課題                                                       33 
（３）．価値観の多様化による合意形成への課題                                  34 
１）．アウトカム志向によるメリットと課題                                    34 
２）．システムメインテナンスの必要性                                        36 
３）．学術レベルの取り組み                                                  37 
３．３．多岐に亘る事業をより上位の目的から適切に管理・運用する必要性          38 
 
第４章．介護保険制度の分析 
４．１．介護保険制度の概要                                                     41 
（１）．介護保険制度の導入                                                   41 
（２）．介護保険制度の仕組み                                                 42 
（３）．介護保険制度の現状                                                    42 
（４）．介護保険事業計画策定過程における問題                                 44 
４．２．介護保険システムの分析                                                45 
（１）．介護保険システム自体の分析                                           45 
（２）．目標から介護保険システムを見た場合の分析                             47 
（３）．社会環境から介護保険システムを見た場合の分析                         47 
（４）．対象物あるいは事象から介護保険システムを見た場合の分析               47 
（５）．介護保険システムの分析結果および改善案                               48 
４．３．介護保険システムに求められる視点                                      49 
（１）．必要物（Needs）の把握について～旧鷹巣町の事例                         49 
（２）．介護サービスの質について                                              50 
４．４．介護提供事業者の崩壊危機                                              51 
４．５．介護保険法改正                                                        53 
（１）．サービスを一律に削減することによる弊害                                53 
（２）．自立支援の名の下に行われるサービス形態の弊害                          54 
（３）．問われる市町村の裁量                                                   55 
４．６．介護を政策として捉える必要性                                           57 
（１）．保険者である地方公共団体のあり方                                       57 
（２）．労働環境の改善‐介護提供事業者のあり方‐                              58 
（３）．労働環境の改善‐少子高齢化社会における労働環境のあり方‐              58 
 
第５章．新たな行政経営システムの手法の提案 
５．１．問題構造の解明                                                        61 
（１）．問題の構造化とその手法                                                61 
（２）．問題構造化手法によるアプローチ                                         62 
５．２．政策ロジックモデルの構築                                              63 
 
第６章．介護サービスにおける行政経営システム 
６．１．介護保険制度のシステム設計                                              68 
（１）．高齢者福祉政策の問題の構造化                                          68 
（２）．高齢者福祉政策のロジックモデル                                        68 
６．２．家族介護者の介護負担感の把握                                          71 
（１）．介護負担感の把握の必要性                                              71 
（２）．既往研究のレビュー                                                    72 
（３）．既往研究において残された課題                                          74 
６．３．介護負担感を規定する諸要因の構造化                                    75 
（１）．既往研究から抽出される介護負担感の規定要因                            75 
（２）．介護負担感の構造モデルの把握                                          76 
１）．ヒアリングの実施                                                      76 
２）．介護負担感の構造モデルの仮説                                          78 
６．４．介護負担感の構造モデルの検証と定量化                                  81 
（１）．アンケート項目の作成および実施概要                                    81 
（２）．構造モデルの仮説の検証と定量化                                        82 
（３）．構造モデルの有効性                                                    87 
（４）．構造モデルの考察                                                      88 
６．５．構造モデルに基づく効果の把握方法                                       90 
６．６．手法の適用                                                            93 
（１）．介護負担感軽減への適用結果                                            93 
１）．腰痛が悪化した場合の介護負担感への波及予測                            94 
２）．予測値の精度                                                          96 
３）．考察                                                                  96 
（２）．構造モデルと介護負担感軽減の方策                                      97 
６．７．介護負担軽減のための施策展開の把握方法                                100 
（１）．介護サービス量との関係                                               100 
（２）．構造モデルに基づく施策検討の有効性                                   101 
６．８．まとめと今後の課題と展開                                             103 
（１）．既往研究の手法との差異性と適用範囲                                   103 
（２）．今後の課題                                                           103 
（３）．今後の展開                                                           105 
 
第７章．おわりに                                                              110 
 
謝辞                                     111 
 
巻末資料 
- ①ヒアリング内容                                                          112 






































































組織全体として的確な戦略を立案する手法である BSC: Balance Score Card、原因と結果
































































































































































































































組織全体として的確な戦略を立案する手法である BSC: balance Score Card、原因と結果を
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1)で、税収面は、国税 54.1 兆円、地方税 36.5 兆円と地方が得る税収は全体の 4 割に対し、
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国庫補助負担金が約 11％、地方交付税が約 18％、地方税が約 40％を占めており、地方財
政の根幹を改革する趣旨であることが分かる。一般財源比率は、三位一体改革の初年度 2004
年から 2006年の 3年間で、55.2％（2003年値）から 62.4％と増加に転じている。2004～
2006 年の成果として、国庫補助負担金約 4.7 兆円、地方交付税および臨時財政対策債の総












































いる。その結果、地方財政の借入金残高は、平成 20 年度末で 197 兆円と見込まれており、






























































































































































































































































































































あったものが、2000年には 65歳以上人口は 2,200万人、高齢化率は 17.3%（概ね人口の 6
人に 1人）となり、この 30年間に急速に高齢化が進んだ。そして、今後更に高齢者数と高
齢化率は増加し、2025 年には 65 歳以上人口は 3,635 万人、高齢化率は 30.5%（概ね人口
の 3.5 人に 1 人）になると予想されている（図 2-5）。いわゆる団塊の世代（1947(昭和 22)




～14 歳）および生産人口（15～64 歳）の減少が続くため、高齢化率は、2040 年以降も上





は約 11.5％、85歳以上では約 24％と 4人に 1人が介護を必要とする状態になるとされてい






















































































































































































の 19.8％から 2005 年には 29.5％に上昇している 13)。これは、高齢化の進行に伴い、高齢
者の単身者が増加していることも反映されている。2005年時点で、65歳以上の高齢者のい
る世帯は、1,720万世帯で、全世帯 4,906万世帯のうちの 35.1％を占めている 14)。65歳以
上の高齢者のいる世帯構造の内訳を図 2-6に示す。高齢者のいる世帯総数に占める単独世帯
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総務省の調査 1)によると、行政評価を導入している地方公共団体の割合は、2008 年 10










































































































































































































２）．PCM（Project Cycle Management） 






















































































































④  〃  は適正配置されているか 
⑤  〃  の能力は十分か 






















































































最も単純な評価関数は、コスト関数 X と効果関数 EC, の総和であり、個々の施策実施の
可否は、「 ECX +≥ のとき実施しない、 ECX +< のとき実施」に基づいて判断することが
できる。このように評価関数 Fは、施策実施に伴うコストやコスト削減等の効果を考慮し
ているため、効果と費用を予測･評価した最適なものを選択する施策評価が行える。社会的





・ STEP1: 施策ごとの単独評価 
・ STEP2: 予算制約がある場合の施策評価 
・ STEP3: 施策評価をするときの重み付け 






者が環境をもっとも重視する場合、コストを考慮しない評価関数 EF = 、あるいは評価関数
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図 4-3 に、第一号被保険者数の推移を示す。2000 年から 2005 年にかけて約 1.1 倍の増
加となっている。図 4-4 に、要支援・要介護認定者数の推移を示す。介護保険制度施行後、





サービスを利用していない高齢者が認定者の約 4割を占める 1)という報告がされている。 





























図 4-3．第 1号被保険者の推移 
































































































































































































































































































































































































改正を目指し議論されてきた。そして、2009 年 4 月からの改定により、介護報酬が 3％改
定された。2003年、2006年と介護保険法の改正が行われてきたが、介護従事者の人材確保・
処遇の改善が図られたことは今回が初めてである。これに先駆けて、介護保険制度施行か
ら 5年が過ぎた 2006年の見直し時期に、介護保険法が改正されている。 
今回の介護保険制度の見直しの背景には、増大する利用者と費用に対して、介護保険制
度をいかに持続可能な制度にしていくかが大きなポイントであった。なぜなら、介護保険
制度がスタートした 2000 年度に、介護保険の利用者は、約 200 万人、2004 年には約 400
万人とほぼ倍増している。また、介護保険の総費用をみても、介護保険法を施行した 2000
年度が 3.6兆円、2003年度が 5.7兆円、2006年度が 6.9兆円、2008年度予算が 7.4兆円と
年々増加している。3年ごとに設定される第一号被保険者の保険料をみても、第一号保険料
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ラフとして把握する点に最大の特徴がある ISM 法（Interpretive Structural Modeling）
がある。また、問題を構成する重要な要因の整理によって問題の構造的な特質を解明する
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たことにより生ずる負担（role strain）の 2つが含まれていることが報告されている 5)。上
村ら 3)は、客観的に介護負担を把握するのには、総得点は有用であるが、負担を増大させる
















































































































































































































































































































































































































































































実施期間：2008年 8月 28日 ～ 2008年 9月 2日 



























いものへ、それぞれ１点,2 点,3 点,4 点,5 点と得点化した。また、要素 A～Z の値を表す変




上層部である要素 A（介護負担感）は、要素 B（身体的負担）、要素 C（精神的負担）と
要素 D（経済的負担）が説明変数となる。回帰分析結果は、以下である。 











就業有無 仕事あり 仕事なし －
0.741 0.768 0.661 0.807
383 185 144 54
0.311 0.341 0.304 0.275
0.451 0.465 0.421 0.465
0.121 0.096 0.136 0.117
























44.052.006.024.0 +++= GFEB  
 要素 B（身体的負担）は、移乗介助による腰痛 E よりも、介護することによって蓄積さ
 84 
れる疲労感 Gの方が約 2倍と大きく寄与している。 
表 6-2．「身体的負担」と属性分類の重回帰分析結果 

























21.024.005.003.006.001.016.009.001.033.0 −++−+++++= PONMLKJIHC  
要素 C（精神的負担）は、拘束感 Hと将来への不安感 Pで説明できるといえる。孤立感







属性区分 介護者年齢 － 40歳代 50歳代 60歳以上
0.636 0.643 0.648 0.664
383 127 128 128
0.330 0.387 0.361 0.203
0.006 0.076 -0.051 -0.055
0.089 0.050 0.181 0.096
0.161 0.189 0.149 0.192
0.009 -0.082 0.039 0.044
0.062 0.106 -0.015 0.046
-0.026 -0.020 0.016 -0.045
0.052 -0.019 0.071 0.090
0.239 0.169 0.195 0.375




























は 66％を占め、そのうちのおよそ 38％が配偶者を介護している 23)。介護者と被介護者の関
係が、気心が知れた夫婦などであれば、甘えや多少無理なことも言えてしまう部分がある
ため、介護者にとってみれば負担となりえているのかもしれない。 















52.006.002.006.063.0 ++++= TSRQD  



























21.061.021.0 ++= VUH  
 要素 H（拘束感）の上位概念である要素 C（精神的負担）の構成要素 H～P の中で、一
番寄与が大きかった拘束感（要素 H）は、介護によって自由に行動できないという時間拘
束（要素 V）に代表されるといえる。この時間拘束 V は、いつ介護が必要となるか分から




















09.011.036.046.0 +++= ZXWP  
現在の介護負担感（要素 A）は、身体的負担 Bよりも精神的負担 C の方が若干ではある
が寄与が高かった（ 5.012.045.031.0 +++= DCBA ,決定係数 R2=0.74）。これに対し、将来不








属性区分 副介護者 － 常にいる たまにいる いない
0.764 0.814 0.742 0.801
383 81 171 131
0.464 0.548 0.239 0.706
0.357 0.276 0.526 0.215
0.108 0.144 0.159 0.006



































・ 全回答者（サンプル数 383） 
21.024.005.003.006.001.016.009.001.033.0 −++−+++++= PONMLKJIHC  
・ 介護年数 2年以下（サンプル数 143） 
 88 
29.033.009.013.002.004.008.008.009.044.0 −+++−−++−= PONMLKJIHC  
・ 介護年数 3～6年（サンプル数 167） 
19.008.002.010.013.001.021.016.004.035.0 −++−+++++= PONMLKJIHC  
・ 介護年数 7年以上（サンプル数 73） 




















図 6-7 は、6.4.(2).で分析した結果一覧である。本研究では、介護負担感 A を構成する身
体的負担 B、精神的負担 C、経済的負担 Dの係数は、それぞれ、0.311、0.454、0.121と身















































































係数 標準誤差 t 
切片 0.203 0.080 2.532
身体的負担 0.311 0.034 9.179 ***
精神的負担 0.451 0.034 13.254 ***







係数 標準誤差 t 
切片 -0.210 0.136 -1.540
拘束感 0.330 0.046 7.163 ***
孤立感 0.006 0.041 0.137
義務感 0.089 0.040 2.232 *
被介護者関係 0.161 0.040 4.053 ***
家族メンバー関係 0.009 0.036 0.249
罪悪感 0.062 0.044 1.418
無力感 -0.026 0.038 -0.679
憤慨感 0.052 0.045 1.150







係数 標準誤差 t 
切片 0.439 0.131 3.359
腰痛 0.242 0.042 5.799 ***
関節痛 0.057 0.044 1.312





係数 標準誤差 t 
切片 0.214 0.079 2.708
不規則性 0.209 0.036 5.852 ***





係数 標準誤差 t 
切片 0.085 0.074 1.148
身体面 0.464 0.045 10.277 ***
精神面 0.357 0.044 8.175 ***





係数 標準誤差 t 
切片 0.517 0.154 3.358
介護サービス費 0.627 0.054 11.550 ***
住宅改修費 0.064 0.058 1.100
福祉用具費 0.018 0.074 0.239





















































































① 着目した末端要素と共通の上位概念（ X とする）の下に直接繋がっている要素をま
ず説明変数に設定する 




図 6-8 の構造モデルを例に説明変数のとり方を述べる。例えば、末端要素 E の変化が、
最終目的の要素 A にどの程度影響を及ぼすか予測する場合の説明変数について述べる。着
目した末端要素 Eは、Bが上位概念である。着目した末端要素 Eと共通の上位概念 Bの下
に直接繋がっている要素E，F，Gをまず説明変数に設定する（説明変数のとり方の定則①）。
次に、定則①で上位概念とした Bと共通の上位概念 Aの下に直接繋がっている要素を説明
変数に追加する（説明変数のとり方の定則②）。つまり、図 6-8の Cと Dが新たに説明変数
として設定される。このとき、A の構成要素である B については、定則①で説明変数とし










影響を予測する。末端要素 Eの変化が最終目的の要素 A に及ぼす影響を把握する場合につ
いて概略を述べる。末端要素 E の変化が一番上位の Aに及ぼす影響を予測する場合の説明
変数は、E,F,G,C,D である。最終目的の要素 A を従属変数とした回帰分析結果が以下であ
ったとする。要素 A,C,D,E,F,Gの値を表す変数 GFEDCA ,,,,, をとする。 
654321 ββββββ +⋅+⋅+⋅+⋅+⋅= GFEDCA （ iβ ：回帰係数、 6β ：定数項）…（＊） 
 この回帰式を介して、ある施策を実施することによって、末端要素 E が変化した場合の





② ①で求めた確率分布に従って、 nセットの乱数（C i ,D i ,E i ,F i ,G i）（ ni ,,2,1 …= ）を
発生させる。 
③ 各 iについて、C i ,D i ,E i ,F i ,G iを（＊）に代入する。この結果求まる Aの値を A iと
する。 
④ A1～A nを基に、変数 Aの確率分布を作成する。 
⑤ （但し、A1～A nは、四捨五入し、1～5点のいずれかの値とする） 
 以上の手順を踏むことによって、末端要素である C,D,E,F,G の確率分布と回帰係数から







以上の手順で得られた最終目的の要素 A の予測は、現在の要素 A の分布状況である。次
に、ある施策を実施したことによって、ある末端要素（例えば E）のみが変化した場合、そ
の変化が要素 A の分布にどう波及するかを把握する。つまり、施策実施によって、要素 E



















































































































































































































係数 標準誤差 t 
切片 0.416 0.108 3.854
腰痛 0.090 0.030 2.945 **
疲労感 0.192 0.039 4.980 ***
精神的負担 0.469 0.039 12.093 ***
経済的負担 0.135 0.026 5.298 ***
（* t<0.05 , ** t<0.01 , *** t<0.001 ）  
図 6-11-(a)．腰痛が悪化した場合の介護負担感への効果の波及 
 
1 2 3 4 5
腰痛 0.397 0.162 0.193 0.138 0.110
疲労感 0.089 0.183 0.227 0.274 0.227
精神的負担 0.047 0.104 0.219 0.298 0.332
経済的負担 0.214 0.183 0.253 0.185 0.164
負担要素 負担得点 1 2 3 4 5
腰痛 0 0.397 0.162 0.193 0.248
疲労感 0.089 0.183 0.227 0.274 0.227
精神的負担 0.047 0.104 0.219 0.298 0.332
経済的負担 0.214 0.183 0.253 0.185 0.164
負担要素 負担得点
1 2 3 4 5
介護負担感 0.043 0.171 0.288 0.279 0.219
負担要素 負担得点 1 2 3 4 5
























① （再現されたY =1の人の比率－実測のY =1の人の比率）/（実測のY =1の人の比率） 
② （再現されたY =1又は 2の人の比率－実測のY =1又は 2の人の比率）/（実測のY =1
又は 2の人の比率） 
③ （再現されたY =4又は 5の人の比率－実測のY =4又は 5の人の比率）/（実測のY =1
又は 2の人の比率） 
④ （再現されたY =5の人の比率－実測のY =5の人の比率）/（実測のY =5の人の比率） 
 尺度①～④の誤差は、前述 4.(3)で記載した回帰分析における R2と連動していると考えら
れるため、横軸に R2、縦軸に尺度①～④をとって、散布図を作成した。その結果を図 6-12
に示す。この図を見ると、R2が 0.6 を超えた場合、尺度③,④の値がほぼ 0.2 以内に収まっ








は、3.4％の増加と 1/4 程度の影響となっている。また、尺度③である腰痛得点 4 又は 5で
見た場合、腰痛では 19.3％増加し、11.2％介護負担感に影響を及ぼしている。よって、腰

























1 １，２ ４，５ 5
0.590 ① 要素B（身体的負担）を従属変数 0.347 0.154 -0.127 0.280
0.636 ② 要素C（精神的負担）を従属変数 0 -0.233 0.074 0.193
0.519 ③ 要素D（経済的負担）を従属変数 0 -0.140 0.120 0.430
0.715 ④ 要素P（拘束感）を従属変数 0 0.126 0.119 0.163
0.764 ⑤ 要素D（将来不安）を従属変数 -0.166 0.065 0.146 0.061
1 １，２ ４，５ 5
0.721 ⑥ 身体の末端要素・精神的負担・経済的負担 -0.242 0.271 -0.131 -0.175
0.733 ⑦ 身体的負担・精神の末端要素・経済的負担 -0.113 -0.140 -0.100 -0.247
































































の効果の伝播においては、図 6-14 の丸枠で示すように 65 歳以上を対象とした場合、波及
効果として現れないことが分かる。施策②をより効率的・効果的に展開するためには、現


















































































































































































係数 標準誤差 t 
切片 0.560 0.109 5.155
身体負担 0.327 0.037 8.796 ***
不規則性 0.073 0.038 1.945 *
時間の制限 0.137 0.039 3.522 ***
義務感 0.041 0.029 1.410
被介護者 0.031 0.026 1.192
不安感 0.187 0.035 5.365 ***

























































係数 標準誤差 t 
切片 0.584 0.121 4.818
身体負担 0.327 0.040 8.217 ***
不規則性 0.062 0.040 1.531
時間の制限 0.163 0.043 3.782 ***
義務感 0.048 0.033 1.466
被介護者 0.020 0.027 0.722
不安感 0.177 0.038 4.650 ***
経済負担 0.113 0.027 4.124 ***
58.011.018.002.005.016.006.033.0 +++++++= DPKJVUBA
介護負担感を従属変数とする分析結果























係数 標準誤差 t 
切片 0.579 0.244 2.369
身体負担 0.373 0.106 3.513
不規則性 0.092 0.115 0.802
時間の制限 -0.075 0.106 -0.707
義務感 -0.061 0.073 -0.828
被介護者 0.055 0.080 0.683
不安感 0.315 0.094 3.353
経済負担 0.176 0.081 2.190
58.018.032.006.006.008.009.038.0 ++++−−+= DPKJVUBA
介護負担感を従属変数とする分析結果
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※該当する項目に「 レ 」で印をつけてください。 
 
あなたの性別： 
 □男性  □女性 
 
あなたの年齢： 
 □４０代未満   □４０代      □５０代      □６０～６４歳  
 □６５～６９歳  □７０～７４歳   □７５～７９歳  □８０～８４歳  
 □８５歳以上  
 
被介護者（介護を必要としている人）： 
 □夫  □妻  □実父  □実母  □義父  □義母  □その他（     ）  
 
被介護者の年齢： 
 □６４歳以下    □６５～６９歳   □７０～７４歳   □７５～７９歳  
 □８０～８４歳  □８５～８９歳   □９０歳以上  
 
要介護度： 
 □要支援１  □要支援２  
 □要介護１  □要介護２  □要介護３  □要介護４  □要介護５  
 
要介護認定を受けてからの年数： 
 □１年未満   □１～３年未満   □３～５年未満   □５年以上  
 
介護をしはじめてからの年数： 
 □１年未満   □１～２年   □３～４年   □５～６年   □７年以上  
 
要介護状態になったきっかけ： 
     □骨折  □関節疾患  □脳血管疾患  □呼吸器疾患  □心臓病  
     □高齢による虚弱    □認知症    □その他傷病  
 
介護を行っているあなたの健康状態： 
 □非常に良い  □良い  □まあまあ良い  □あまり良くない  □悪い  
 
介護を行っているあなたは仕事を： 




  □常にいる  □たまに手伝ってくれる  □いない（自分ひとりで介護をしている）  
 
市民税非課税世帯： 
  □はい  □いいえ  
 
夜間介護： 
  □必要  □必要ない  
 
被介護者は認知症： 
  □あり  □なし  
 
被介護者を一人にして外出： 
  □できる  □できない  
 
住宅改修： 
  □行った  □行っていない  
 
あなたは家族介護者交流事業や家族介護教室に参加したことが： 

















































































































































































□非常に軽減する  □かなり軽減する  □多少軽減する  □少しだけ軽減する  □軽減しない 
• 要支援１,２ 月額１,０００円 
• 要介護１   月額１,０００円 
• 要介護２,３ 月額３,５００円 




□５,０００円    □７,５００円     □１０,０００円    □１５,０００円 























□半年未満       □半年以上１年未満   □１年以上２年未満 













□半年未満       □半年以上１年未満   □１年以上２年未満 















□２日   □３日   □５日   □７日（１週間） 














  例えば・・・ 
 
• 午前に１回ホームヘルパーに来てもらう訪問介護を週３回利用 ⇒ ３回 
• 午前、午後の２回ホームヘルパーに来てもらう訪問介護を週３回利用⇒６回 
 
□１回     □２回   □３回   □４回   □５回   □６回 





























































－ アンケートにご協力いただき大変ありがとうございました － 
